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本章の課題と視角

• 戦後日本経済史を，「経済成長の枠組みと結果」という観点から時
期区分して分析する
– 派生する社会問題については，成長の枠組みと最も直接連動する格差，人
口，家族に触れる

– 本来はマクロ経済政策の変遷，金融制度，公害・環境問題も重要であるが，
とりあげる余裕がない。

– 制度の枠組み，成長の制度的構造，労働力再生産（＝家族）の在り方を重
視して分析する

• 「市場か政府か」だけでなく，家族，企業，政府を含めた制度的構造を見る

• ここでの「制度」は公的制度だけでなく，企業や社会の中でのルール，規範，慣行を含
む

• 「市場」だけでなく「制度」も経済を調整するという考え
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構成

• １ 戦後経済成長の長期趨勢

• ２ 戦後経済成長の歴史的前提

• ３ 日本経済の高成長期

• ４ 低成長期としての現在

• ５ 小括
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１ 戦後経済成長の長期趨勢
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戦後経済史の時期区分

• 「高成長期」という見方を入れた3大区分（石井, 2015, p.227）
– 戦後復興期（1945-55年）

• 契機：敗戦

– 高成長期（1955-91年）
• 高度成長期（1955-74年）

– 契機:朝鮮戦争特需

• 安定成長期（1974-91年）
– 契機：石油危機，１９74-75年不況

– 低成長期（1991-）
• 契機：バブル経済の崩壊

5出所：小峰（2016, p.35）。
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GDPの長期国際比較に見る高成長期と低成長期

6単位：10億ドル（2010年価格で固定）
出所:World Bank, World Development Indicators (2021年3月8日閲覧)。

2019年，日本は6
兆2107億ドルで世
界第3位。
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1人当たりGDPの長期国際比較に見る高成長期と低成長期

7単位：ドル（2010年価格で固定）
出所:World Bank, World Development Indicators (2021年3月9日閲覧)。

日本は2019年，
49188ドルで世
界第18位（マカ
オも経済としてカ
ウント）。
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購買力平価GDPの中期比較に見る安定成長期と低成長期

8

単位：10億ドル（各年のPPP，ドル）
出所:International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, October
2020より作成 (2021年3月10日閲覧)。

2018年，日本は5兆3194
億ドルで世界第4位。
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購買力平価1人当たりGDPの中期比較に見る安定成長
期と低成長期

9
単位：10億ドル（各年のPPP，2011年ドルで固定）
出所:International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, October 2020よ
り作成 (2021年3月10日閲覧)。

2018年，日本は42052ド
ルで世界第33位。
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２ 戦後経済成長の歴史的前提
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近現代日本経済の連続性と断絶性

• 近現代日本経済史の研究史

– 戦前・戦後断絶説（旧講座派）（大石, 1974などを参照）

• 戦前：絶対主義的天皇制＋半封建的土地所有＋独占資本主義

• 戦後：アメリカとの従属的同盟＋小規模土地所有＋独占資本主義

– 1930年代以後の連続説（旧労農派，宇野派）（大内, 1974などを参
照）

• 重化学工業化

• 国家独占資本主義

– ＿＿＿＿＿＿＿＿＿（野口, 1995; 奥野・岡崎編, 1993など）

• アングロ・サクソン型資本主義→国家管理型資本主義
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新断絶説

• 旧断絶説の弱点は，統制経済の評価が弱いこと

• 連続説の弱点は，戦後改革の意義を軽視していること

• 戦前と戦後の間に統制期（戦時統制[1937-45年]と戦後統制
[1945-50年]）を入れて，3局面の連続と断絶を見るべき（原,
1995）
– 戦前と戦後は統制期をはさんで断絶した

– 戦後変革の意義は軽視できない

• 戦後は戦前には戻らずに断絶した（戦前との断絶）

• 戦後改革がなければ高度成長はなかった（統制期との断絶）

12



東北大学経済学部 日本経済 2022

戦時統制経済とその破綻（原, 1995）

• 帝国主義としての日本の脆弱性
• 国債発行による軍事費の調達(高橋・馬場財政)

– 2・26事件（1936年）以後，軍事費による財政膨張に歯止めがなくなる。国
債は＿＿＿＿＿＿＿＿

• 物資・資金・貿易の統制（戦時計画経済）
• 機械工業化の進行(航空機産業の肥大化)
• その限界は，勢力圏からの物資動員によって画された

– 朝鮮半島，中国東北部では多少の工業開発を行ったが，東南アジアでは
資源を収奪するだけだった

– 通商制限により，制約要因が外貨不足から船舶不足に変化（原, 1975;
NHK取材班編, 1993）

→戦局悪化と敗戦で破綻（原, 1975, 1999）
13
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戦時・戦後統制から戦後への連続面

• 地主制に対する統制(食糧増産のため)
– 小作料統制，自作農創設，生産者米価優遇

• 労働力保全措置（工業生産力維持のため）
– 年功的処遇，生活給思想

– 国民健康保険の対象拡充

– 大日本育英会の設立（柴田, 2016）
• 財閥本社制度の改革

• 所得の下位平準化は統制期（戦時・戦後直後）に生じた（Moriguchi and
Saez, 2008，Ⅱ章スライド16も参照）
– 統制による資産所得の減少，戦災，インフレ

• このように，戦前と戦後が断絶し，統制期と戦後が連続する面は部分的
にある。しかし，戦後改革なしに高成長が実現されたわけではない 14
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戦後経済改革

• 占領下の改革の二側面

– 改革：資本主義の「修正」

– 統制解除：私有財産と市場への「復帰」

• 戦後改革と「逆コース」のダイナミクス

– 政治的には逆方向を向いた二つの動きが順に起こった

• 戦後改革：民主化，非軍事化，財閥・大企業規制（→人権，社会保障の方向）

– 日本国憲法（国民主権，基本的人権，平和主義）や三大経済改革

• 逆コース：日米同盟と反共，再軍備，大企業育成（→軍事，企業成長の方向）

– 日米安保条約，警察予備隊（→自衛隊）創設，レッド・パージ

– 経済的には両者がまじりあって高度成長を準備する

• 三大経済改革（農地改革，財閥解体，労働改革）
15
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農地改革

• 戦前経済の特徴であった＿＿＿＿の消滅

– 北海道以外で地主による1町歩以上の土地所有を否認

– 有償解放だがインフレで無償に近くなった

• 自作農体制の確立と資本主義発展

– 生産性と所得の向上

– 国内市場の拡大

– 農業における共同組織の解体

– 都市産業の労働力供給源に→農業自体は急速に地位低下
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財閥解体

• 財閥解体
– 独占禁止法，過度経済力集中排除法の制定による旧財閥解体

– 公職追放による経営者の若返り

• 逆コース：競争的な大企業体制へ
– 独禁法を緩和

• 株式持ち合い，企業間協調，産業政策が可能に

– 三井，三菱，住友，富士，三和，第一勧業の各都市銀行を中心に株
式持ち合い・取締役兼任による企業集団を形成

– トヨタ，日立など産業企業傘下の系列形成

17
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労働改革
• 労働改革

– 戦後の労働組合結成，労働攻勢
– 労働三法の成立：労働者の権利の確立と労働組合の公認

• 労働基準法，＿＿＿＿＿＿＿，労働関係調整法
• 工職身分差別の撤廃と賃金の継続的上昇

• 逆コース:使用者優位への修正
– 公務員の争議権否認（1948年）
– ＿＿＿＿＿＿＿ (1950年)

• 日本的雇用システムへの道
– 1950年代は，まだ賃金システムも確立せず，解雇とそれをめぐる紛争も
激しい。総評（日本労働組合総評議会）が労使協調路線から労使対決路
線に

– 民間大企業で日本的雇用システム（男子正社員の年功序列，終身雇用，
企業内組合による労使協調）が確立するのは1960年代 18
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３ 日本経済の高成長期

19



東北大学経済学部 日本経済 2022

高成長の制度的構造
• 競争的となった産業システム

– 技術導入からイノベーションへ
– 労使関係を安定させながら生産性を向上
– 日本企業間で競争しながら国際競争

• 賃金所得を向上させる雇用システム
– 農村から都市への労働移動による供給
– 1960年代以後，協調的組合，雇用安定化，賃金向上。個人消費の拡大

• ただし大企業男子正社員に限る

• 農業部門の現代化と縮小
– 生産性向上による食糧価格安定

• ただし食糧供給超過とともに保護政策に転換

– 所得向上による国内市場拡大

• 非農業中小企業・＿＿＿＿部門の存続
– 低所得だが独立できる可能性広がっていた

• 高度経済成長政策
– 1960年日米安全保障条約改定／反対運動→自民党政府の軽武装・経済成長路線 20
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産業構造の長期変動

• ＿＿＿＿＿＿＿＿の法
則に沿った変動

• 第1次産業の構成比が一
貫して低下

• 第2次産業は高度成長末
期にピーク。以後低下

• 第3次産業が一貫して上
昇

21出所：小峰（2016, p.99）。
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工業の構成変化
• 高度成長期：食品，自動車を筆頭にトータルな伸び

• 安定成長期：電機，自動車の圧倒的優位

22

高度成長期（左）と安定成長期の業種別製造業出荷額等（100万円）

出所：経済産業省
『工業統計調査』よ
り作成。
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高成長期のイノベーション

• 「技術革新」
と訳され，製
造業のイノ
ベーションが
特に注目さ
れた

• イノベーショ
ンは供給を
増やす。新
市場を開拓
するイノベー
ションなら需
要も増やす

23出所：三和・原編（2010，p. 163）。
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高成長期に生まれた耐久消費財の一例

24

日本最初のトランジスタラジオ
TR-55（1955年発売）。
出所：Sony History, ソニー
ウェブサイト。

日本最初の全自動電気釜（東
芝製）（1955年発売）。
出所：東芝未来科学館，東芝
ウェブサイト。

世界初の直視型ポータブル・ト
ランジスタテレビTV8-301
（1960年発売）。出所：Sony
History, ソニーウェブサイト。

1958年式スバル360。
出所：Wikipedia「スバル・
360」。 家庭用VHSビデオカセッター初号機「HR-

3300」（日本ビクター社）（1976年発売）。
出所:ITmedia, 2006年10月11日。

“ウォークマン”1号機
「TPS-L2」（1979年）。出所：Sony
History, ソニーウェブサイト。

出所詳細はスラ
イド末尾に記載。
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破壊的イノベーションとしての高成長期の新製品

• 高成長期のイノベーションは，要素技術がすべて最先端だったか
ら成功したわけではない

• むしろ，従来重視されていた基準では少し性能が劣るかわりに，
他の美点があることで，＿＿＿＿＿＿を生み出した

– ポータブルラジオ，ヘッドホンステレオ→音質が据置型より良いわけでは

ない。むしろ少々劣っても，「持ち歩ける」という別の長所が，新しい用途，
新市場を開いた

– ビデオデッキ，卓上コピー機，卓上プリンタ→業務用よりは性能は劣る。
しかし，家庭で手軽に使える大きさ，値段，使いやすさが新市場を開いた。

– 電気釜，掃除機，洗濯機→旧来の家具を代替するだけでなく，家事労働
者の時間と健康状態を変え，消費行動を変えることで新市場を開いた

25
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持続的イノベーションと破壊的イノベーション

• クリステンセン（2001），クリステンセン＆レイナー（2003）が提示（詳細はⅤ
章で）

• 持続的イノベーション：既存の製品・サービスの性能向上を実現することに
よって，確立された性能向上曲線にそって企業を押し上げていくイノベー
ション
– 従来市場を維持するが，新市場を創造しない
– 既存大企業の優位を維持

• 破壊的イノベーション：主流市場の顧客には使いようがないイノベーション。
既存のイノベーションとは異なる，新しい性能次元を生み出すことによって，
新しい性能向上曲線を定義する。
– 支配的な製品・サービスよりある側面での性能は＿＿＿＿が，他の側面（シンプ
ルな使い勝手のよさ，低価格など）で優れている

– ローエンド市場を広げるか，新市場を開く
– 新規参入企業に有利で，業界の寡占構造を破壊する

26
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耐久消費財の家庭への普及

• 機器類は，いずれも一度は
国産化し，国際競争でも優
位に：供給の革新

• 家庭への普及：需要の増
加

• 高成長期：白物家電＋AV
電子機器

• 以後：ICT化された電子機器
– ただし，スマホは国際競争で
優位に立てなかった

27出所：社会実情データ図録ウェブサイト（本川裕作成）（https://honkawa2.sakura.ne.jp/2280.html）。

https://honkawa2.sakura.ne.jp/2280.html
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全部雇用（１）（野村, 2008）
• 極度に低い完全失業率

– 完全失業率＝失業者／労働力人口

• 完全失業者の定義についての3条件：(1)「仕事についていない」，(2)「仕事
があればすぐつくことができる」，(3)「仕事を探す活動をしていた」

– 労働力人口＝15歳以上人口の就業者＋失業者

– 15歳以上人口＝労働力人口＋非労働力人口

• 非労働力人口（通学，家事，退職高齢者など）が増えても失
業率は上がらないことに注意が必要

28

年 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990

完全失
業率(%)

1.2 2.5 1.7 1.2 1.1 1.9 2.0 2.6 2.1
原資料：労働
省・厚労省。出
所：三和・原編
（2010, p.40）。
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全部雇用（２）
• 全部雇用：各人が最大限の生産性をあげているわけでもなく，その仕事
に満足しているわけでもないが（＿＿＿＿ではない），就業しようとするす
べての人が働いてはいる状態

• 低失業率・全部雇用をもたらした要因
– 大企業の雇用保蔵（指名解雇を控える）

– 専業主婦の存在(仕事を探す活動をしない)
– 自営業の広範な存在(不況期も就業し続ける)

• 農林水産業→商工業

→雇用調整は，女性が労働力と非労働力の間を行き来することでなされてきた

• 全部雇用の意味
– 自営業・家庭が社会保障に代わってセーフティ・ネットになる

– 労働問題が失業問題として現れず，零細企業の経営困難，家計と家族関係の
問題に転換される

– 失業者がほとんどいない時期も，労働市場はひっ迫せず賃金は上がらない 29
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貧しさと格差の縮小

• 1980年代まで所得の1%，10%
上位集中は見られず（Ⅱ章）

• 貧困率の低下（和田・木村，
1998）
– 基準：生活保護世帯の平均消費
額

– 絶対的貧困：物価指数で調整＝
消費水準を固定したものを基準
に

– 相対的貧困：一般消費指数で調
整＝一般消費水準に合わせて
基準を上昇させる

30

年 絶対的
貧困率
(%)

相対的
貧困率
(%)

1954 30.67 20.27

1964 6.14 12.78

1974 2.10 7.07

1984 0.28 5.11

1993 0.42 6.16

出所：和田・木村（1998, p.95）。
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日本型平等社会（森口, 2017）
• 二つの独特な平等(森口, 2017）

– 政府による再分配前の所得における平等
– 個人でなく世帯を単位とする平等

• その前提 (森口, 2017）
– 男性稼ぎ手世帯（＝男子正社員を世帯主とする世帯）
– 世帯内性別分業：女性が家事をする
– 非稼得者への親族による私的扶助

• 日本型平等社会は，戦後改革の中途半端さを条件に成立した（川端の解釈）
– 戦後改革でもジェンダーの在り方を十分に変革できなかった（性差なき同一労働同一

賃金が実行できなかった）
– 家族の在り方が経済発展に都合がよいように変形された

• 男性稼ぎ手世帯と異なるもう一つの選択肢：自営業と中小企業の起業（野村, 
2008; 小熊, 2019）

• 類似の概念でより早い提唱として「企業中心社会」（大沢, 1993）がある。
(スライドジャンプ用リンク)
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需要項目で見た成長
寄与度

• 高度成長期も安定
成長期も，民間設
備投資が民間最終
消費よりも高率で
成長した

• ただし最終消費の
方が絶対額が大き
いので成長への寄
与度は最終消費の
方が大きかった 32

項目 年度 高度成長期
（1956-72）

安定成長期
（1973-94）

低成長期
（1995-2019）

国内総支出 9.3 3.4 0.9

民間最終消費支出 8.7
(5.5)

3.4
(2.0)

0.7
(0.4)

民間住宅 15.5
(0.8)

2.0
(0.1)

-1.5
(-0.1)

民間企業設備 17.3
(1.6)

4.2
(0.6)

1.3
(0.2)

民間在庫品増加 (0.2) (-0.0) (0.0)

政府最終消費支出 4.4
(0.6)

3.3
(0.3)

1.7
(0.3)

公的固定資本形成 14.0
(1.0)

2.9
(0.2)

-1.8
(-0.1)

財・サービスの輸出 14.0
(0.6)

6.6
(0.6)

4.2
(0.5)

(控除)財・サービスの
輸入

14.7
(0.8)

4.8
(0.4)

3.2
(0.3)

注：小峰（2016, p. 39）の手法を援用。各数値は期間（年度）の年単純平均成長率。カッコ
内は単純平均寄与度。
出所：高度成長期，安定成長期は1998年度，低成長期は2019年度の国民経済より作成。
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供給側から見た成長率の要因分解（１）

• 成長会計による分析

– 資本投入の寄与

– 労働投入の寄与

– TFP(＿＿＿＿＿＿＿)向上による寄与

• 資本と労働の貢献分以外の残差

• 技術進歩,規模の経済,外部経済・不経済,生産要素の「質」の変化,稼働率,
狭義の残差を含む（手法により「質」が別項目として分離できることもある)

（スライドジャンプ用リンク）
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供給側から見た成長率の要因分解（２）

• 高度成長期：資本投入＞TFP。盛んな設備投資による

• 安定成長期：資本ストック寄与率が下がり，TFP＞資本投入

34

出所：『経済白書』1995
年版，図2-6-4。
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供給側:労働力の投入
• 農村・農業から都市・
工業への労働移動

• 農業は衰退したが農
家の所得は向上した（
– 当初，農家の低所得が
労働移動を規定

– 就業者あたり所得は低
いままだったが，
＿＿＿＿＿＿＿＿＿
農家の世帯員あたり所
得を引き上げた（荒幡・
坂根, 2018, pp.185-
187）

35出所：小峰（2016, p.41）。
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ISバランスと資金循環（予備知識）（１）

• 資金循環の各部門の合計はゼロになる
• これはISバランスによる

– Y: 所得，C: 民間消費，I: 民間投資, S：民間貯蓄
– Y=C+I, Y=C+S，I=S
– 政府支出（G），税収（T）と輸出入（Ex,Im）を加えると
– Y=C+I+G+(Ex-Im) （支出の方程式）
– Y=C+S+T （所得処分の方程式）
– よって，以下の恒等式が事後的に成り立つ
– I+G+(Ex-Im)=S+T
– I-S+（Ex-Im)=T-G
– 投資-貯蓄+純輸出=税収-政府支出
– 民間資金不足＋海外部門資金不足＝政府資金余剰

36
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ISバランスと資金循環（予備知識）（２）

• 言い換えると

– 民間資金不足+海外部門資金不足=政府資金余剰

– 民間資金不足+海外部門資金不足-政府資金余剰=０
– 民間資金不足+海外部門資金不足+政府資金不足=０

37
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高成長期の資金循環

• 高成長期のパターン

– 民間資金余剰

• 個人は余剰

• 企業は不足

– 公共部門はバブル期を
除いて資金不足

– 海外は好況末期に余剰
でそれ以外は不足

38
出所：『経済白書』1999年版，図1-9-2。

（スライドジャンプ用リンク）
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高成長期の資金循環
• 企業の資金不足は，債務を増

やして盛んに投資を行ったこと
の反映

• 海外部門の動きは，景気の過
熱とともに計上収支が赤字化
し，外貨準備制約から金融引
き締めを余儀なくされたことを
反映（国際収支の天井）。やが
て輸出産業に競争力がつき，
好況期にも経常収支が黒字
（＝海外部門が赤字）となった

• 個人の貯蓄は，所得が大きく
なったことの反映

• 公共部門は一定の財政赤字を
出してインフラ整備を行うととも
に需要を支えた

39
出所：『経済白書』1999年版，図1-9-2。

（スライドジャンプ用リンク）
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投資増加の特徴：供給増と需要増

• 家計貯蓄が資本蓄積をファイナンスしたと言われることが多
いが，むしろ企業の投資の強さの結果が高貯蓄

– 強い投資による家計所得増が国内消費も拡大，競争力が輸出市場
を拡大，インフラ整備が政府支出を拡大。投資が生んだ供給力は需
要増によって支えられた。所得の伸びに対応して民間貯蓄が生ま
れた

• 高い家計貯蓄率とその原因(経済企画庁編（1997, pp.35-36）
– 1960年代に15%前後，70年代半ばに20%超

– 戦後初期の資産蓄積水準の低さ

– 所得の急速な伸び。消費が拡大してなお貯蓄の余地があった

– 社会保障未整備への不安 40
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４ 低成長期としての現在

41
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バブル経済の発生

• ベースとしての土地神話
– 確実な＿＿＿としての土地に依拠して企業活動を拡大

• 1980年代後半の低金利政策
– 1985年9月G７プラザ合意→1986年円高不況を受け，内需拡大を誘導

– 国際協調（アメリカへの資金流入維持）

• 金融機関が製造業に次ぐ成長分野を模索
– 金融自由化（直接金融の台頭）で競争激化

– 流通，都市開発，リゾートなどへの貸し込み

– 土地依存の審査基準

• 民間部門投資超過＝不健全な債務増加に（スライド35）
42
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バブル崩壊の衝撃

• 巨額のキャピタル・ロス

• 逆資産効果

43出所：三平（2016, p.125）。 出所：小峰（2016, p.27）。
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不良債権処理と金融機構の動揺
• 不良債権の累積と処分の遅れ（～2000年代前半）。

– 景気回復により正常債権に復帰すると期待
– 「護送船団」行政からの切り替えの遅れ
– 公的資金投入の遅れ：＿＿＿＿＿＿論と＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿論の間で動揺

44
出所：三和・原編（2010,
p.188）。
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成長停滞の要因(供給側１)

• 潜在成長率
そのものが
下がってい
る
– 2020年第1
四半期で内
閣府0.8%, 
日銀0.08%

→仮に需要が
十分にあって
も低成長しか
実現できない

45

日本の潜在成長率推移（1980-2020年） 単位は％。
出所：内閣府『月例経済報告』2021年2月19日，日本銀行「需給ギャップと潜
在成長率」2021年1月6日より作成。
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成長停滞の要因
(供給側２）

• 実現した成長率の成長会計
による供給側要因分解からみ
た低成長期の問題
– TFP上昇率の停滞

• 生産性の低下

– 労働時間の短縮

• 基本は生産性の問題
– 既存の財・サービスを少ない
労働で生産する

– 付加価値の高い新製品・サー
ビスの生産も生産性を高める

– 生産性が低いまま再び長時間
労働をするという選択肢は考
えにくい 46出所：『通商白書』2013年版，5頁。
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成長停滞の要因（供給側３）
• 日本の労働
生産性は高
くない

• とくに非製
造業が低い

• IT化の遅れ
も指摘され
るが，長期
の傾向なの
で，むしろ自
営業・自営
的中小零細
企業の多さ
の影響 47

出所：日本生産性
本部（2020, p.4，
28）。
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輸出産業の国際競争力停滞
• 貿易特化係数（国際競争力

の簡単な指標）による分析
– 貿易特化係数＝（輸出－輸

入）／（輸出+輸入）

• 日本国内の製造業の国際競
争力低下
– 自動車は堅調
– 機械は下げ止まり
– 電気機器の低下

– 鉄鋼は輸出額がやや少ない
が堅調

• 1964年以後一貫して黒字だっ
た貿易収支が2012-2014年は
赤字に
– 内需が豊かな証拠ならばとく

に問題ないが，むしろ輸出産
業の交代がうまくいっていな
い証拠

48

注：コンピュータは一般機械
に含まれる。白物家電，AV機
器，重電機器は電気機器に
含まれる。

出所：『通商白書』
2013年版，3分3章2
節2．(2)。

日本の産業別輸出額と貿易特化係数
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日本の産業別貿易特化係数推移

49

出所：『通商白書』2013
年版，3分3章2節2．(2)
のデータにより作成。
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成長停滞の要因(需要側１)
• 継続的需要不足により

GDPギャップが発生
– 1990年代前半：バブル

崩壊
– 1990年代後半：アジア

金融危機
– 2008年：世界金融危機

• 2016-17年に見かけ上
は解消したが，全部雇
用のため実態は異なる

• コロナ危機で急拡大
– 必ずしも需要要因だけ

でなく，供給・需要が双
方ストップした

• （スライドジャンプ用リンク）

50

日本のGDPギャップ(1980-2020年)
単位は％
出所：内閣府『月例経済報告』2021年2月19日，日本銀行「需給ギャップ
と潜在成長率」2021年1月6日より作成。
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成長停滞の要因（需要側2）
• 民間最終消費，民間

企業設備投資の成長
率，寄与度とも停滞

• 政府最終消費支出の
成長率が民間最終消
費，民間企業設備投
資より大きい。寄与度
も民間企業設備投資
より大きい

• ただし公的固定資本
形成はマイナスに

• 輸出が成長率，寄与
度とも最高の項目に

→＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿

51

注：スライド28と同一手
法で作成。
出所：高度成長期，安定
成長期は1998年度，低
成長期は2019年度の
国民経済より作成。

項目 年度

高度成長期
（1956-72）

安定成長期
（1973-94）

低成長期
（1995-2019）

国内総支出 9.3 3.4 0.9

民間最終消費支出
8.7

(5.5)
3.4

(2.0)
0.7

(0.4)

民間住宅
15.5
(0.8)

2.0
(0.1)

-1.5
(-0.1)

民間企業設備
17.3
(1.6)

4.2
(0.6)

1.3
(0.2)

民間在庫品増加 (0.2) (-0.0) (0.0)

政府最終消費支出
4.4

(0.6)
3.3

(0.3)
1.7

(0.3)

公的固定資本形成
14.0
(1.0)

2.9
(0.2)

-1.8
(-0.1)

財・サービスの輸出
14.0
(0.6)

6.6
(0.6)

4.2
(0.5)

(控除)財・サービスの
輸入

14.7
(0.8)

4.8
(0.4)

3.2
(0.3)
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家計所得の停滞

• 可処分所得と消費支出の停
滞

– 家計調整可処分所得平均増
加率

• 1980年代：2.8%→90年代1.5％
→2000-09年度＿＿＿＿

• 家計貯蓄率低下とその要因

– 消費の拡大を反映しているな
らよいが，そうではない

– 高齢化を反映

– 成長率低下による貯蓄余力
の低下を反映

52
村田（2016, p.208）。
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格差の再拡大
• 所得分布20分位値の実質所得（1981年基準）の年次変化でみると……

– 下位層の格差拡大

– 1990年代半ば以降，中央値以下層の実質所得低下

– 再分配後も緩和効果が弱い

53

出所：森口（2017, p.34）。
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貧困の再拡大 • 相対的貧困率の上昇
– 和田・木村（1998）と定義が異なるので注意

– 日本(とアメリカと韓国)は再分配効果が相対
的に弱い

• AよりもBの方が順位が高くなる年が多い

• イギリス，ドイツ，フランスほど数値が下がらない

54

原資料：OECD, Income
Distribution Databaseより
森口千晶氏作成。
出所：森口（2017, p.34）。
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企業は利益を上げていたか（１）

• 売上高営業利益率は高成長期より低下したがバブル崩壊を
底に回復

55

法人企業売上高営業利益率の長期
推移

出所：法人企業統計調査より本川
裕氏が作成。『社会実情データ図
録』ウェブサイト
（ https://honkawa2.sakura.n
e.jp/4600.html ）（2022年4月
17日閲覧）。

https://honkawa2.sakura.ne.jp/4600.html
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企業は利益を上げていたか（２）
• 売上高経常利益率は高成長期より上昇

• 売上高営業利益率を上回る。金利低下，財務収益向上のため

56

法人企業売上高経常利益率の長期
推移

出所：法人企業統計調査より本川
裕氏が作成。『社会実情データ図
録』ウェブサイト
（ https://honkawa2.sakura.n
e.jp/4600.html ）（2022年4月
17日閲覧）。

https://honkawa2.sakura.ne.jp/4600.html
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企業は利益を上げていたか（３）
• 売上高当期純利益率は20世紀
末まで低下し続けた後，急速に
回復して高成長期を上回った
– 低成長期になって事業の整理・
再編が2000年ごろまで続いた

• 企業は低成長期になってから配
当を増加させた

• 配当を増加させてもなお，景気
変動によって上下するが社内留
保（狭義内部留保）も積み上げ
た

57

法人企業売上高当期純利益率とその配分の長期推移
出所：法人企業統計調査より本川裕氏が作成。『社会
実情データ図録』ウェブサイト
（ https://honkawa2.sakura.ne.jp/4610.html）
（2022年4月17日閲覧）。

https://honkawa2.sakura.ne.jp/4610.html
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大企業は利益を再投資したか(1)（小栗，2017）

• 企業は利益を計上している。問題は利益の上げ方と，利益の使
い方

• 21世紀に入ってからは，大企業が純資産＝広義の内部留保の
１）絶対額を増やすとともに２）総資産に占める割合を大きくする
傾向（＝負債を抑制する傾向）

– 広義の内部留保＝企業の純資産＝利益剰余金＋資本剰余金＋各種
引当金・準備金

– 狭義の内部留保＝公表内部留保＝利益剰余金（利益のうち株主に配
当せずに社内に留保した部分）

• 利益剰余金／総資産（小栗, 2017）
– 1990年：12.0％→2000年：14.7％→2010年：19.5％→2015年：22.4％

58
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大企業は利益を再投資したか（２）（小栗，2017）
• 内部留保の増加要因と使途（2001-2015年度）

59出所：小栗（2017, p.7）。

注
・対象は資本金10億円以
上の企業。
・従業員給付とは従業員
給与・賞与と福利厚生費
の合計額。
・従業員給付削減分と法
人税減税分とは，2001年
の水準を支払っていた場
合と現実との差額。
・新株発行や合併などに
よる資金の増加分は資本
剰余金で測っている。
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大企業は利益を再投資したか（3）（小栗，2017）
• 内部留保されずに配当された金額も増えている

– 同時期の配当増分の累積は84.8兆円

• バランスシートの負債・純資産側は以下の解釈を可能にする
– 製品・サービスの販売増や高付加価値化などで得た利益は，株主への配当に
貢献した（株主資本主義化）

– 従業員給付削減（労働者の負担）と法人税減税（納税者の負担）は公表内部留
保増に貢献した

• バランスシートの資産側
– 金融資産（現金・有価証券），自社株を購入した金庫株，子会社投資は増大
– 設備ストック（有形固定資産）は減少している（217.9兆円→195兆円）

• 利益増が設備増に結び付いていない＝投資が伸び悩んでいる
– フローではアベノミクス開始以後増大しているが（前掲スライド），償却・除却さ
れるものと相殺されている

– 金融資産購入や他社の合併・買収は，当該企業にとっては「投資」でもマクロ的
には投資ではないことに注意（社会的に生産能力を生み出していない） 60
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大・中小企業とも実物資産への投資が停滞
• 固定資産比率の縮小
• 大企業では株式（固定資産）すなわち関係会社株式等の増加に投じられている

61

• 中小企業では
現預金比率が
増大

– 借り入れ制約
に直面する中
堅中小企業
は，いざという
時のために現
預金を保有す
るという予備
的動機がはた
らく（福田,
2017） 出所：峯岸(2021, p. 14)。
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資金余剰となった民間企業
• 長期時系列(1998年までの時期はスライド36で表示)

– 企業が資金不足＝投資超過から資金余剰＝貯蓄主体に移行している

• 利潤が債務の返済と金融資産蓄積に用いられ，設備投資が停滞したことの反映

– 政府が資金不足＝財政赤字＝支出超過を拡大して需要を底支え

62

部門別資金過不足の推移

注：年は暦年
出所：日本銀行『資金循環統
計』「参考図表 2021年第3
四半期の資金循環（速報）」。
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避けられない人口減少

• 総人口の減少
見込み
– 出生率が上
がったところ
で減少自体は
止められない

– 出生率低位な
ら2049年，中
位なら2053年，
高位でも2059
年に1億人を
割る。

63
出所：国立社会保障・人口問題研究所（2017, p.21）。
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高齢化の見通し（１）

• 生産年齢人口と年少人口は絶対数・比率とも低下

• 老年人口絶対数は2042年まで上昇，以後低下。比率は上昇

64
出所：国立社会保障・人口問題研究所（2017, p.22）。
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高齢化の見通し（2：経済成長）

• さらなる成長鈍化の問
題(人口オーナス)
– 1990-2010年と同様年

1.5%の生産性成長の場
合の予測

– 1人当たりGDPは成長で
きるがダメージは大きい

– GDP成長率へのダメー

ジはさらに大きく，一定
期間はゼロ成長やマイ
ナス成長も

65

注：小峰（2017）のフォーマットを借用。変化率・成長率は一番右を
除いて10年間のもの。生産性変化率を年+1.5%向上と仮定。生産
年齢人口，総人口は国立社会保障・人口問題研究所（2017）より作
成。

生産性
変化率

生産年
齢人口
シェア
変化幅

1人当た
りGDP
変化率

人口変
化率

GDP成
長率

GDP年
あたり
成長率

2015-
2025 16.1% -3.8%pt 11.7% -3.6% 7.7% 0.7%

2025-
2035 16.1% -3.7%pt 11.8% -6.0% 5.1% 0.5%

2035-
2045 16.1% -6.9%pt 8.0% -7.6% -0.2% 0.0%

2045-
2055 16.1% -1.7%pt 14.1% -8.4% 4.5% 0.4%
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高齢化の見通し（3：世代間分配）

• 2015→2025→2035年の変化

– ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿＿＿＿＿＿＿＿
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2015年 2025年 2035年
生産年齢人口（15-64歳） 77282 71701 64942
老年人口（65歳以上） 33868 36771 37817
年少人口（0-14歳） 15945 14073 12457
生産年齢人口／老年人口 2.3 1.9 1.7 
生産年齢人口／年少人口 4.8 5.1 5.2 
生産年齢人口／従属人口 1.6 1.4 1.3 

日本の年齢3区分別人口推移見通し

注：単位は1000人。出生率・死亡率
とも中位の場合。
出所：国立社会保障・人口問題研究
所（2017）より作成。
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具
体
的
に
は
何
が
起
こ
る
か
？

67
出所：河合（2017, pp.22-23）。



東北大学経済学部 日本経済 2022

高齢者の間の格差（１）
• いわゆる「2000万円問題」

とは何か
– 65歳以降，30年間生きるな

らば貯蓄を2000万円取り崩
して暮らさねばならないとい
う試算（金融審議会市場
ワーキング・グループ，
2019）。他の試算では1200
万円（梶，2020，p. 5)。

– 若いうちに貯蓄し，高齢に
なったら貯蓄を取り崩すこと
自体は当たり前。十分貯蓄
を持てるかどうかへの不安
から問題になった

• 高齢者の金融資産形成に
は大きな格差がある

68出所：梶（2020, p. 6）。
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高齢者の間の格差（２）

• 金融資産残高600万円以下
の家計は資産取り崩し可能
年数が30年を下回っており，
リスクが高い

• 今後，高リスクの家計が増え
ていくと予想される

• 必要とされる対策
– 高齢者雇用促進

– 財源調達→社会保障制度安定

– 所得再分配強化

69出所：森（2019，p. 3）。
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人口減少・高齢化・低成長の経済問題（1）

• 従属人口／生産年齢人口比が上昇することの影響（前掲）
– マクロ的に：医療，年金，介護のコストと労働力
– ミクロ的に：「ダブルケア」問題

• 高齢化は格差拡大，貧困層拡大を伴う（前掲）
– 高齢層は若年層よりも所得・資産格差が＿＿＿＿ため（橘木, 2016，第1
章），老年人口比率が上昇すると社会全体の格差も＿＿＿＿＿＿＿

• 単身者増加に伴う問題
– 単身者はどのように増えるか

• まず高齢層：平均寿命が長くなると，配偶者に先立たれた後の人生が長くなる
• 格差・貧困の拡大→単身の若・中年低所得単身者増→その高齢化

– 出生率回復問題：日本の慣習の中では単身増＝出生率低下

• 地方の自治体消滅問題と大都市の介護問題

70
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人口減少・高齢化・低成長の経済問題（2）
• 崩壊に向かう「日本型平等社会」

– 男性稼ぎ手世帯で安定した経済生活を送れる割合が縮小（Ⅵ章で詳述）
– それ以外の世帯での生活困窮（Ⅵ章で詳述）

– どのような世帯でも直面する「ダブルケア」問題（またはシングルケア＋少
子化問題）

• 「日本型平等社会」の制度・慣行を変えないと経済活性化・出生率
回復は不可能
– 「日本型平等」を享受できない非正規稼ぎ手世帯や単身世帯の増加
– 「ダブルケア」問題を＿＿＿＿に負わせている限り，「1億総活躍」は不可
能

• 性別分業が固定している限り，女性にとって結婚がリスク要因になる

– 格差が進行すると，さらに低所得層で結婚と子どもを持つことへの動機づ
けが弱まる

• 男性にとっては主な稼ぎ手を期待されるが故に負担となり，女性にとって育児の労
働と費用，死別・離別がリスクとなる 71
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５ 小括

72
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戦後経済史の把握

• 戦後改革と逆コースのダイナミズムが戦後日本資本主義の制度
の枠組みを創り出し，より具体的には高成長の制度的構造を準
備した

• 高成長の制度的構造が有効に作用することで経済成長が達成さ
れ，日本型平等社会が形成された。この意味で，高度成長期と安
定成長期は「高成長期」とまとめられる
– 日本は高成長(高度成長＋安定成長)を達成し，経済大国になった

– 戦後経済の枠組みと家族の在り方の相互作用から日本型平等社会が形
成された

• 低成長期とは，従来の制度的構造が高成長を生み出せず，日本
型平等社会が動揺するようになった時期のこと
– では，なぜ，どのように低成長になったのか？ 73
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日本経済の制度的構造は，どのように，なぜ
低成長に陥ったのか（１）

• 繰り返し掲載して
いる右の図から，
供給側と需要側
の双方に問題が
あることは明らか

74
出所：内閣府『月例経済報告』2021年2月19日，日本銀
行「需給ギャップと潜在成長率」2021年1月6日より作成。
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日本経済の制度的構造は，どのように，なぜ低成
長に陥ったのか（２）

• これ以後の章で，以下のように論じる

• 潜在的には供給側の問題：潜在成長率の低下
– イノベーションの停滞の問題（Ⅴ章）

– 労働力有効活用の問題（Ⅳ章）
• 日本的雇用慣行

• 直接には需要側の問題：需要の不足
– 投資の停滞の問題（Ⅳ章）

• 利潤はあるが投資しない

– 消費の停滞の問題（Ⅳ章とⅥ章）
• 賃金が上がらないがゆえに消費が停滞

• 家計所得がある層でも消費しない
75



東北大学経済学部 日本経済 2022

普遍的な課題先進国の日本，独自な日本
• 経済成熟の先端的な課題に真っ先に直面する国としての日本

– バブル崩壊とその対応

– 低成長の持続

– 人口高齢化

– 近隣の新興国の経済発展に対する対応

– 高齢者・女性の労働参加拡大

→新興国にとっても「あり得る明日の姿」かもしれない

• しかし，日本資本主義の独自性もある

– 全部雇用

– 企業の新陳代謝の弱さ

– 賃上げ圧力の弱さ 76
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https://data.worldbank.org/
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耐久消費財画像出所（１）

• 日本最初のトランジスタラジオTR-55，Sony History, ソニーウェブサ
イト
（ https://www.sony.com/ja/SonyInfo/CorporateInfo/History/SonyH
istory/1-06.html ）。

• 日本最初の全自動電気釜（東芝製），東芝未来科学館，東芝ウェ
ブサイト（ https://toshiba-mirai-
kagakukan.jp/learn/history/ichigoki/1955cooker/index_j.htm ）。

• 世界初の直視型ポータブル・トランジスタテレビTV8-301，Sony 
History, ソニーウェブサイト
（ https://www.sony.com/ja/SonyInfo/CorporateInfo/History/SonyH
istory/1-09.html ）。
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• 1958年式スバル360，Wikipedia「スバル・360」
（ https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%90%E3%83%
AB%E3%83%BB360 ）。

• 家庭用VHSビデオカセッター初号機「HR-3300」（日本ビクター社），
ITmedia, 2006年10月11日
（ https://www.itmedia.co.jp/news/articles/0610/11/news056.html
）。

• “ウォークマン”1号機「TPS-L2」，Sony History, ソニーウェブサイト
（ https://www.sony.com/ja/SonyInfo/CorporateInfo/History/SonyH
istory/2-06.html ）。
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関連ブログ記事

• 「「破壊的イノベーション」の意味を取り違えている内閣府総合科学技術・イノベーション会
議の「ムーンショット型研究開発制度」Ka-Bataブログ，2019年4月6日
（ https://riversidehope.blogspot.com/2019/04/blog-post_6.html ）。

• 「きっとくる未来：河合雅司『未来の年表』を読んで（2018/2/12)」Ka-Bataアーカイブ，2019年
7月15日(https://riversidehopearchive.blogspot.com/2019/07/2018212.html )（2022年4月
17日閲覧）。

• 「日本の賃金が上がらず消費が低迷する原因は，企業がもうかっていないからではない：
加谷珪一氏の記事について」Ka-Bataブログ，2022年4月4日
(https://riversidehope.blogspot.com/2022/04/blog-post.html )（2022年4月17日閲覧）。

※インターネットリソースは個別に注記したもの以外は2022年3月21日に所在を確認した。
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